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最新知見のスクリーニング状況の概要（自然ハザードに関するもの）（案） 

令和 3年 4月 14 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 2年 12 月 12 日から令和 3年 3月 12 日まで） 

最新知見等 

情報シート番号 
件名 

スクリーニング結果 

(対応の方向性(案)) 
資料ページ 

20 地津-(B)-0011 
NRA 技術報告「野島断層の断層破砕物質を用いた地震性すべりの直接的年代測定手法の検

証」に係る最新知見について 
ⅲ） 2～3 

21 地津-(D)-0006 地震本部「全国地震動予測地図２０２０年版」（３／２６公表）に係る最新知見について ⅵ） 4～6 

対応の方向性（案）：ⅰ）直ちに規制部等関係部署に連絡･調整し、規制庁幹部に報告する。ⅱ）対応方針を検討し、技術情報検討会へ諮問する。ⅲ）技術

情報検討会に情報提供･共有する。ⅳ）情報収集活動を行い、十分な情報が得られてから再度判断する（必要な場合には安全研究を実施

する）。ⅴ）安全研究企画プロセスに反映する。 ⅵ）終了案件とする。以下同じ。 
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最新知見のスクリーニング状況（自然ハザードに関するもの）（案） 

令和 3年 4月 14 日 長官官房 技術基盤グループ 

（期間：令和 2年 12 月 12 日から令和 3年 3月 12 日まで） 

最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

20 地津-

(B)-0011 

NRA 技術

報告「野

島断層の

断層破砕

物質を用

いた地震

性すべり

の直接的

年代測定

手法の検

証」に係

る最新知

見につい

て 

発表日：令和 3年 2月 18 日 

情報元：NRA 技術報告 

表題：野島断層の断層破砕物質を用いた地震性

すべりの直接的年代測定手法の検証 

著者：宮脇昌弘・内田淳一 

 

本研究は、安全研究「断層破砕物質を用いた断

層の活動性評価手法に関する研究」（実施期間：平

成 25 年度～令和元年度）プロジェクトのうち、

「定量的評価手法に基づく断層の活動性評価手

法の整備」に係る研究テーマの一部である。本研

究テーマでは、活動時期の分かっている断層を対

象として、ボーリング調査等によって採取した断

層破砕物質を用いて年代測定を行い、直接的な年

代測定手法の有効性について検証した。 

1995 年の兵庫県南部地震で地表変位が確認さ

れている野島断層を対象として深部ボーリング

調査等によって異なる深度の断層破砕物質を採

取し、それぞれの試料について直接的年代測定と

してルミネッセンス（OSL 及び ITL）年代測定、電

子スピン共鳴（ESR）年代測定、K-Ar 年代測定を

実施した。その結果、いずれの年代値も地下深部

ほど若くなることが示された。この中で、ルミネ

ッセンス年代値は、深度 897m の一部の断層破砕

物質において、野島断層の最新活動時期（20年前

2020/12/11 ⅲ） 

・ 敷地内及び敷地周辺の地

質・地質構造調査に係る審

査ガイドの解説では「断層

破砕物質を用いた活動性

評価に関しては、信頼性の

高い活動年代の評価手法

が確立されていない。断層

破砕物質の性状から断層

の活動性評価を評価する

場合には、このことを十分

に考慮する必要がある」と

している。 

・ 本研究は、断層破砕物質を

用いた断層の活動性評価

手法による評価結果の一

例について記したもので

ある。 

・ よって、本技術文書により

現行規制基準及びガイド

を直ちに反映する事項は

ない。 

・ 本研究では、断層破砕物質

を用いたルミネッセンス

年代測定は K-Ar 年代測定

に比べて信頼性の高い断

ⅲ） 

・ 敷地内及び敷地

周辺の地質・地

質構造調査に係

る審査ガイドの

解説では「断層

破砕物質を用い

た活動性評価に

関しては、信頼

性の高い活動年

代の評価手法が

確立されていな

い。断層破砕物

質の性状から断

層の活動性評価

を評価する場合

には、このこと

を十分に考慮す

る必要がある」

としている。 

・ 本研究は、断層

破砕物質を用い

た断層の活動性

評価手法による

評価結果の一例

について記した
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

*）に対して数万年前の評価結果となり、活断層の

認定に当たって、後期更新世以降の活動性が明確

に判断できない場合の基準である中期更新世以

降（約 40 万年前以降）における断層活動の有無を

判断する情報が得られることが示された。以上の

ことから、断層破砕物質を用いたルミネッセンス

年代測定が断層の活動性評価に有効であること

が示された。 

 

*本研究の実施時期からの起算。 

 

層活動年代の評価手法で

あることを示す情報が得

られ、審査にとって有用な

知見である。 

以上より、技術情報検討会に

情報提供･共有するとともに

事業者に対して本知見を周

知する。 

ものである。 

・ よって、本技術

文書により現行

規制基準及びガ

イドを直ちに反

映する事項はな

い。 

・ 本研究では、断

層破砕物質を用

いたルミネッセ

ンス年代測定は

K-Ar 年代測定

に比べて信頼性

の高い断層活動

年代の評価手法

であることを示

す情報が得ら

れ、審査にとっ

て有用な知見で

ある。 

・ 以上より、技術

情報検討会に情

報提供･共有す

るとともに事業

者に対して本知

見を周知する。 
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

21 地津-

(D)-0006 

地震本部

「全国地

震動予測

地図２０

２ ０ 年

版」（３／

２ ６ 公

表）に係

る最新知

見につい

て 

発表日： 令和 3年 3月 26 日 

情報元： 地震調査研究推進本部 

表題 ： 全国地震動予測地図２０２０年版 

 

「全国地震動予測地図」は、地震発生の長期的

な確率評価と強震動の評価とを組み合わせ、全国

を概観して、今後一定の震度以上の揺れに見舞わ

れる確率の分布などを示したものである。本予測

地図は「確率論的地震動予測地図」と「震源断層

を特定した地震動予測地図（シナリオ地震動予測

地図）」からなり、前者は考慮し得るすべての地震

の位置・規模・確率に基づき、各地点がどの程度

の確率でどの程度揺れるかを地図上に示したも

ので、後者はある特定の震源断層において、地震

が発生した場合に各地点がどのように揺れるの

かを地図上に示したものとなっている。全国地震

動予測地図はほぼ毎年更新されているが、2020 年

版においては地震発生頻度の計算方法や、評価の

精度向上を目的としたモデルの改良が行われて

いる（参考参照）。 

 

主な改良点は以下のとおり。 

（１）確率論的地震動予測地図作成に係る改良 

①発生する地震の多様性を考慮した震源モデル

による地震規模と発生頻度の再評価（日本海溝沿

い及び南海トラフ沿いで発生するプレート境界

地震を対象） 

②地震発生頻度の計算法の改良（東北地方太平洋

沖地震後の余震及び海域で発生する活断層など

2021/3/31 ⅵ） 

・当該情報には、全国地震動

予測地図２０２０年版の地

図作成において適用された、

地震発生頻度の計算方法や

評価の精度向上のためのモ

デル改良に関わる情報が含

まれている。 

 

・基準地震動の策定におい

て、地震発生頻度の情報は不

要であること、また、地盤増

幅率の計算に用いる地下構

造モデルの改良については、

原子力発電所では、既に地震

動予測地図よりも精緻な地

質・地盤評価を行い、地震動

を策定している。よって、今

般の全国地震動予測地図２

０２０年版に導入された改

良が原子力施設の地震動評

価に与える影響はないと考

えられる。 

 

・以上より、終了案件とす

る。 
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

の浅い地震の震源断層があらかじめ特定しにく

い地震を新たに考慮） 

③地盤増幅率の計算に用いる浅部地盤構造モデ

ルの改良 

 

（２）震源断層を特定した地震動予測地図（シナ

リオ地震動予測地図）作成に係る改良 

強震動予測手法「レシピ」における地盤増幅率の

計算に用いる浅部地盤構造モデルの改良 

 

（１）①②は、地震の規模と発生頻度の評価の改

良に関わるものである。地震の規模と発生頻度の

関係は過去に発生した地震のカタログに基づく

経験式によりモデル化される。今般の改良により

日本海溝沿い及び南海トラフ沿いの震源断層を

特定した地震について、より多様な震源を考慮す

ることにより、従来に比べてより多様な地震規模

を持った地震が低頻度で発生するというモデル

となっている。このモデルにより超過確率を算定

した結果、静岡県、長野県地域などで確率の低下

が見られている。また、震源断層を予め特定しに

くい地震として、従来は考慮されていなかった余

震の他、新たな領域で発生する地震も評価に加え

られたため、様々な規模を持つ地震の発生頻度が

増加する傾向となっている。この結果、関東～東

北地方の太平洋沿岸地域で超過確率の増加が見

られる。 

（１）③及び（２）は地盤増幅率の計算に用いる

地下構造モデルの精緻化に関わるもので、地震動
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最新知見

等情報シ

ート番号 

件名 情報の概要 受理日 

1 次スクリーニング 2 次スクリーニング 

対応

の方

向性 

理由 

対応

の方

向性 

理由 
対応

方針 

評価の高精度化が図られており、地震動が強くな

った場所と弱くなった場所が見られる。 

 



１．確率論的地震動予測地図

全国地震動予測地図 2020年版のポイント

３．全国地震動予測地図2020年版の特徴

２．震源断層を特定した地震動予測地図
（シナリオ地震動予測地図）

（右肩数字は図域内の曝露人口総数）

３以下 ４ ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７
震度

0 0.1%   3%       6%  26%      100%
超過確率

地震調査研究推進本部 事務局
（概要１）

確　率

26%以上

高い 6%～26%

3%～6%

やや高い 0.1%～3%

0.1%未満

３以下 ４ ５弱 ５強 ６弱 ６強 ７
震度

震度６弱以上（昼間） 約564000

2020年版では主に以下の変更を行った。
○日本海溝沿いのプレート間巨大地震や南海トラフ
沿いで発生する大地震について従来よりも震源域
の多様性を考慮したモデルに変更
○震源断層を予め特定しにくい地震のモデルの改良
(東北地方太平洋沖地震後の地震活動の考慮など)
○地下構造モデルの改良
○地震発生確率の評価基準日変更（2020年１月１日）
○地震動予測地図の配色の変更
○地方別・都道府県別の地震動予測地図の掲載

現時点で考慮し得るすべての地震の位置・規模・確率に基づき、各地点がどの程度の確率
でどの程度揺れるのかをまとめて計算し、その分布を示した地図群。揺れの強さ、期間、確
率のうち二つの値を固定して、残りを地図に示す。確率の評価基準日は2020年1月1日。

今後30年間にその値以上の揺れに見舞われる確率が３%

となる震度／期間と確率を固定して震度を示した地図の例
今後30年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率

／期間と揺れの強さを固定して確率を示した地図の例

ある特定の震源断層において、地震が発生した場合に各
地点がどのように揺れるのかを計算してその分布を示し
た地図。この地図を活用した例として、ある震度以上の揺
れにさらされる人口の分布を示すものがある。

糸魚川－静岡構造線断層帯中北部
区間が活動する地震による地表震
度分布の例

糸魚川－静岡構造線断層帯中北部
区間で発生する地震で震度6弱以上
の揺れにさらされる人口の分布の例

「今後30年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率」の地図では、北海道南東
部や仙台平野の一部、首都圏、東海～四国地域の太平洋側及び糸魚川-静岡構
造線断層帯の周辺地域などの確率が高い。
なお、2018年版に比べて、主に以下の違いがある。
(1) 東北地方や関東地方北部の太平洋側では、東北地方太平洋沖地震後の地震
活動を考慮したことによる確率の増加
(2) 関東地方では、増幅率の計算に用いる浅部地盤構造モデルを改良したことに
よる確率の増減
(3) 山梨県・静岡県・長野県東部では、南海トラフ沿いで発生する大地震の震源域
について従来よりも多様性を考慮したことによる確率の減少

※ 「今後30年間に震度○○以上の揺れに見舞われる確率」が0.1%、３%、６%、26％であることは、ごく大まかには、それ
ぞれ約30,000年、約1,000年、約500年、約100年に１回程度震度○○以上の揺れが起こり得ることを意味している。
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出典：地震調査研究推進本部 全国地震動予測地図 2020 年版の概要 

https://www.jisin.go.jp/main/chousa/20_yosokuchizu/yosokuchizu2020_gaiyo2.pdf 



 
出典：地震調査研究推進本部 全国地震動予測地図 2020 年版地図編 

震源断層を特定した地震動予測地図（シナリオ地震動予測地図） 
https://www.jisin.go.jp/maim/chousa/20_yosokuchizu/yosokuchizu2020_chizu_30.pdf 



 
出典：地震調査研究推進本部 全国地震動予測地図 2020 年版地図編 

震源断層を特定した地震動予測地図（シナリオ地震動予測地図） 
https://www.jisin.go.jp/maim/chousa/20_yosokuchizu/yosokuchizu2020_chizu_30.pdf 
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